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ストックマネジメントに関する最近の動向 

 

 

1. 背景 
1.1 社会資本のマネジメントが求められている背景 

以下に示す背景から、適切な社会資本マネジメントが求められている。 

 

 高度経済成長時代に集中投資した社会資本の老朽化が進行し、施設の老朽化に伴う事故や

災害等が懸念される（図 1-1 参照） 

 社会資本は一定程度健全な状況に保たれてはじめてサービスの提供が可能 

 社会経済の状況変化（人口減少、高齢化、経済成長鈍化、資源・エネルギー制約等）によ

り、投資に対する制約が厳しくなる 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 建設後５０年以上経過する社会資本の割合 

 

 

 予防保全の観点から戦略的な維持管理・更新を実施し、施設の延命化・ライフサイクルコ

ストの縮減を図ることが重要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 戦略的維持管理・更新の基本的な考え方 

建設後50年以上経過する社会資本の割合
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1.2 下水道事業におけるストックマネジメントが求められている背景 

下水道は以下に示す特性を有しており、ストックマネジメントの導入が重要である。 

 不可視施設が多い（特に管きょ） 

 設備の種類・数が多い 

 過酷な腐食環境下 

 機能停止の影響（環境・衛生・都市機能）が甚大 

 

 

図 1-3 下水道事業におけるストックマネジメントが求められている背景 
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時代の変化に対応した持続可能な下水道事業 

・不可視施設が多い（特に管きょ） 

・設備の種類・数が多い 

・過酷な腐食環境下  

・機能停止の影響（環境・衛生・都市機能）が甚大 

・ストックの増大 

・熟練技術者の減少 

・予算的制約 

・投資に対する説明責任 

・人口減少、高齢化 

・経済成長の鈍化 

・厳しい財政状況 

・資源・エネルギーの制約 

・地球温暖化問題 

・自然災害の多発 
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2. 下水道事業におけるストックマネジメントに関する最近の動向 
2.1 国土交通省の取組み 

(1) ストックマネジメント 

 平成 20 年 3 月に「下水道事業におけるストックマネジメントの基本的な考え方（案）

（以下、「基本的な考え方」と略記）」を策定し、目指すべきストックマネジメント

の基本的な姿をとりまとめ 

 

（ストックマネジメントの定義） 

 下水道事業の役割を踏まえ、 

 持続可能な下水道事業の実施を図るため、 

 明確な目標を定め、 

 膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、 

 中長期的な施設の状態を

予測しながら、 

 下水道施設を計画的かつ

効率的に管理すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ストックマネジメントの流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 ストックマネジメントの流れ 

（「基本的な考え方」Ｐ.10、図 3-1-1 より） 

図 2-1 下水道事業におけるストックマネジメントで取り扱う範囲 
（「基本的な考え方」Ｐ.4、図 1-3-1 より） 
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(2) 下水道長寿命化支援制度 

制度の概要は以下のとおり。 

 日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止する

ため、限られた財源の中で、ライフサイクルコストを最小化の観点を踏まえ、耐震

化等の機能向上も考慮した「長寿命化対策」を含めた計画的な改築を推進するため

の事業制度として、平成 20 年度に「下水道長寿命化支援制度」を創設 

 下水道施設の健全度に関する点検・調査結果に基づき「長寿命化対策」に係る計画

を策定し、計画に基づき長寿命化対策を含めた計画的な改築を実施 

 

「下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）」に関する経緯は以下のとおり。 

 平成 20 年 3 月に、下水道長寿命化計画を策定するための具体的手法をとりまとめ

た下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）」を公表し、平成 21 年 6 月に、以

下の内容を充実した平成 21 年度版を公表した 

 支援制度の運用に際して問合せの多かった事項を中心に解説等を追加 

 フローや検討事例を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 計画的な改築のイメージ 

 

長寿命化を考慮した
計画的な改築

従来の改築

長寿命化を考慮した
計画的な改築

従来の改築

健

全

度

基準値

使用限界値

機能停止または事故発生機能停止または事故発生

経 過 年 数

費

用

改築費（更新）改築費（更新）従来の改築のイメージ

費

用

改築費（更新）

長寿命化対策 長寿命化対策

計画的な改築のイメージ

長寿命化対策

長寿命化対策



 

 5

 

  

図
 2

-4
 
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
連
す
る
取
組
み
の
流
れ
 

施
設
管

理
施

設
管
理

財
政
管

理
●

中
長

期
財
政

計
画
の

策
定

（
使

用
料

，
減
価

償
却
費

，
起

債
等
の

中
長

期
的

な
見
通

し
を
考

慮
）

財
政

管
理

●
中

長
期

財
政

計
画

の
策
定

（
使
用

料
，
減

価
償
却

費
，

起
債

等
の
中

長
期

的
な
見

通
し

を
考

慮
）

マ
ク
ロ

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

（
全
施

設
を
対

象
と

し
た

施
設
管

理
）

●
全
施

設
の
費

用
の
把

握
●

予
算

制
約
下

で
の
維

持
補
修

・
改
築

計
画

の
策

定
（
事

業
の
平

準
化
）

マ
ク

ロ
マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
（
全

施
設
を

対
象
と

し
た
施

設
管

理
）

●
全

施
設
の

費
用
の

把
握

●
予

算
制
約

下
で
の

維
持
補

修
・
改

築
計
画

の
策
定

（
事

業
の
平

準
化

）
（

事
業

の
平

準
化

）

予
算
制

約
必

要
費
用

優
先

度
評

価
に
よ

る

事
業
費

の
配
分

必
要
費

用

ア
セ

ッ
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
ア
セ

ッ
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト

ス
ト

ッ
ク
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト

Ｈ
２

１
年

度
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
手

法
の

導
入

に
向

け
た

具
体

的
な

検
討

手
法

を
提

示
・
健

全
度

の
評

価
・
予

測
手

法
や

事
業

平
準

化
手

法
等

の
各

種
要

素
技

術
・
目

標
設

定
の

考
え

方
・
計

画
策

定
の

た
め

の
実

務
的

な
作

業
手

順
・
施

設
管

理
情

報
の

整
備

状
況

に
応

じ
た

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

手
法

の
段

階
的

な
レ

ベ
ル

ア
ッ

プ
（
精

度
向

上
）

Ｈ
２

０
．

０
３

「
下

水
道

事
業

に
お

け
る

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
基

本
的

な
考

え
方

（
案

）
」

・
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
導

入
の

基
本

的
な

考
え

方
を

提
示

ミ
ク

ロ
マ

ネ
ジ

メ
ン
ト

（
個
別

施
設
を

対
象
と

し
た
施

設
管
理

）
●
施

設
・
設

備
の

点
検

及
び
健

全
評
価

●
劣

化
予
測

に
基

づ
く
必

要
費
用

の
予
測

（
Ｌ

Ｃ
Ｃ

の
最
小

化
）

（
Ｌ

Ｃ
Ｃ
の

最
小
化

）
●
個

別
施
設

の
維

持
補

修
・
改

築
計
画

の
策
定

●
維

持
補
修

・
改

築
の

実
施

ミ
ク

ロ
マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
（
個

別
施
設

を
対
象

と
し
た

施
設

管
理

）
●

施
設

・
設

備
の
点

検
及
び

健
全
評

価
●

劣
化

予
測

に
基
づ

く
必

要
費

用
の
予

測
（

Ｌ
Ｃ

Ｃ
の
最

小
化
）

（
Ｌ

Ｃ
Ｃ

の
最
小

化
）

●
個

別
施
設

の
維
持

補
修
・

改
築
計

画
の
策

定
●

維
持

補
修

・
改
築

の
実
施

長
寿

命
化
計

画
策
定
・

実
行

長
寿

命
化
計
画

策
定
・

実
行

Ｈ
２

０
．

０
４

（
初

版
）
，

Ｈ
２

１
．

０
６

（
平

成
21

年
度

版
）

「
下

水
道

長
寿

命
化

支
援

制
度

に
関

す
る

手
引

き
（
案

）
」

・
下

水
道

長
寿

命
化

計
画

の
具

体
的

な
策

定
手

法
を

提
示

Ｈ
２

０
．

０
４

下
水

道
長

寿
命

化
支

援
制

度
の

創
設

・
改

築
に

対
す

る
国

庫
補

助
を

受
け

る
た

め
に

は
、

Ｈ
２

５
ま

で
に

長
寿

命
化

計
画

の
策

定
が

必
須



 

 6

2.2 国土技術政策総合研究所の取組み 

(1) 下水管きょの健全率予測式に関する研究 

全国の管きょ延長および改築延長実態調査結果から算出した「管きょ生存率」と 12 のサン

プル都市から得られた管きょ内調査結果を緊急度判定して算出した「見かけ健全率」を用い

て健全率予測式を作成。 

管きょ生存率×見かけ健全率＝健全率

90％（90/100）×83％（（90-15）/90）＝75％

80％（80/100）×63％（（80-30）/80）＝50％

70％（70/100）×36％（（70-45）/70）＝25％

改築済
不健全

（改築必要）
健全

（改築不要）

0年

30年

50年

100 スパン

10 15 75

70年

20 30 50

30 45 25

 

図 2-5 健全率計算の考え方 

直線式；y = -0.0108x + 1.0557

R2 = 0.8897

0%

25%

50%

75%

100%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

経過年数（年）

健
全

率

健全率計算結果 直線式

改築を必要とする
管の資産割合
（緊急度Ⅰ+Ⅱ）

改築を必要としない
管の資産割合

（緊急度Ⅲ+劣化なし）

 

図 2-6 管きょの健全率予測式 

 

(2) 下水管きょ内調査の優先度設定に関する研究 

管きょ内調査の優先度決定に資する以下の手法を研究している。 

 管きょ不具合発生の可能性の定量化（管きょ不具合発生確率式） 

 管きょの不具合による事故重大性の定量化 

 管きょの不具合発生確率と不具合による事故重大性の積による不具合リスクの定量化 
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2.3 日本下水道事業団（ＪＳ）の取組み 

ＪＳでは、アセットマネジメント手法導入検討委員会や静岡市との共同研究において、アセッ

トマネジメント導入、実施手順や実践的なアセットマネジメント手法を検討しており、その成果

をもとに、独自のマニュアルやデータベースを構築。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 ＪＳの取組みの経緯 
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2.4 財団法人下水道新技術推進機構の取組み 

(1) 民間企業との共同研究の一例 

 トライボロジーを活用した設備診断技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 トライボロジーを活用した設備診断の概要 

 

 電気設備の適切な更新方法 

電気設備の更新範囲、更新時期、更新の際の高付加価値化についての研究 

 

表 2-1 電気設備更新に係る課題と研究テーマ 

課  題 研究テーマ 

機 構 的

特性 

可動部がなく機械設備に比べ老

朽化の程度が分かりにくい 

社 会 的

要請 

省エネ、耐震化、団塊世代大量

退職への対応 

 更新範囲（更新単位）の設定方法 

 更新時期の設定方法 

 高付加価値化の判断 

 

 

(2) 技術開発連絡会議（メンバー：国土交通省、政令市、ＪＳ、下水道機構） 

 下水道施設診断支援システム（コンクリートの劣化診断支援） 

施設の諸元，目視調査結果，詳細調査結果，腐食環境を分析し，施設の劣化診断を行

うソフト 

 土木躯体の LCC 簡易算定ツール 

上記の診断支援システムの結果を用い、対策工法を組み合わせた複数のシナリオで概

略の LCC を算定するソフト 

等 

20μm20μm 20μ
m

20μ
m

20μ
m

20μ
m

20μm20μm

正常摩耗粒子 切削摩耗粒子

シビア摩耗粒子（凝着） 球状粒子（溶融）

劣
化
度
（
摩
耗
）

時間

潤滑診断が
特に有効な時期

異熱

異常
振動

故
障

初期摩耗 正常摩耗 異常摩耗
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（参考）水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）の取組み 

 

平成 21 年 7 月に「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」（厚

生労働省健康局水道課）が公表されている。 

 アセットマネジメント（資産管理）は以下の４つの要素で構成 

① 必要情報の整備 

② ミクロマネジメント（個別施設ごとの日常的な維持管理・診断評価）の実施 

③ マクロマネジメント（施設全体での中長期的の更新需要・財政収支見通し検討）の実施 

④ 更新需要・財政収支見通しの活用 

 中長期的な観点から、更新需要の見通し及び当該更新需要に対する財政収支の見通しを把握

すること（マクロマネジメント）を当面の目標 

 そのため、各論では、マクロマネジメントを中心に解説されており、中長期的更新需要、財

政収支見通しの算定手法等を提示 

 

 

 

図 2-9 水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）の構成要素と実践サイクル 

（水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き、平成 21 年 7 月、厚生労働省健康局水道

課、Ｐ.Ⅰ-15 より） 

 

 


